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平成１７年度　沖縄総合事務局開発建設部事後評価予定一覧表

担当者

一定期間経
過後（原則５
年）

事後評価後
（原則５年）

事後評価が
必要と判断

なし。

※事後評価については、本格的な導入に向けて検討中のため、一部の事業を対象に施行中。

※「その他施設費」については期間が異なる。
　　５年　→　３年、１０年　→　７年

事　業　名事業分類
事後評価実
施時期

前回事後
評価年度

事業完了
年度

事後評価実施理由

資
料
３
－
１



Ｈ１７年度　沖縄総合事務局事業評価関係適用通達一覧 資料３－２

新規 再評
価

事後
評価

国土交通省
○ ○ ○

国土交通省所管公共事業の新規事業採
択時・再評価・事後評価実施要領

H15.3.31

総合事務局
○ ○ ○

沖縄総合事務局開発建設部事業評価監
視委員会規則

H15.7.30

総合事務局
○ ○ ○

沖縄総合事務局開発建設部事業評価監
視委員会運営要領

H15.7.30

技術調査課
○ ○ ○

公共事業評価の費用便益分析に関する技
術指針の策定について

H16.4.1

国土交通省
道路局 ○ ○

道路事業・街路事業に係わる新規事業採
択時・再評価実施要領細目等の改定につ
いて

H17.9.30

国土交通省
道路局 ○

道路事業・街路事業に係わる事後評価実
施要領細目の策定について H15.9.17

国土交通省
道路局 ○

客観的評価指標に対応する事後評価項目
の策定について H15.9.17

国土交通省
道路局 ○ ○ ○

事業評価結果等の公表様式の改定につい
て H15.12.1

国土交通省
河川局 ○ ○

河川局所管公共事業の新規事業採択時・
再評価・事後評価実施要領細目等の改定
について

H13.12.18

国土交通省
河川局 ○

河川局所管公共事業の再評価実施要領
細目の改定について

H16.3.30

国土交通省
河川局 ○

河川局所管公共事業の事後評価実施要
領細目

H16.1.9

港湾 国土交通省
港湾局 ○ ○

港湾関係事業及び海岸事業の新規事業
採択時・再評価実施要領細目等の改定

H13.8.1

国土交通省
都市・地域整
備局

○
都市公園等事業の新規事業採択時評価
実施要領細目

H10.7.7

国土交通省
都市・地域整
備局

○
都市公園等事業の新規事業採択時評価
の評価指標及び判断基準（案）

H11.1.20

国土交通省
都市・地域整
備局

○
都市公園等事業の再評価実施要領細目 H10.7.7

国土交通省
都市・地域整
備局

○
都市公園等事業の再評価の指標及び判
断基準（案）

H10.7.27

国土交通省
都市・地域整
備局

○
都市公園等事業の事後評価実施要領細
目の策定について

H17.8.10

住宅・市
街地

国土交通省
都市・地域整
備局

○
まちづくり総合支援事業に係る事後評価実
施要領細目の策定について

H16.3.16

下水 国土交通省
○ ○ ○

下水道事業新規事業採択時・再評価・事
後評価実施要領細目

H16.2.26

全体

事業分野
評価種別

通知日名称関係部局

道路

河川

公園
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新規 再評
価

事後
評価

事業分野
評価種別

通知日名称関係部局

大臣官房官
庁営繕 ○ ○

官庁営繕事業に係る新規採択時・再評価
実施要領細目

H13.8.17

大臣官房官
庁営繕 ○

官庁営繕事業に係る新規採択時評価手法 H13.8.17

大臣官房官
庁営繕 ○

官庁営繕事業に係る再評価手法の策定に
ついて

H13.8.17

大臣官房官
庁営繕 ○

官庁営繕事業に係る事後評価実施要領細
目等の策定について

H15.12.5

営繕



事業分野 名称 策定年月

河川・ダム事業 治水経済調査マニュアル（案） 平成１７年４月

ダム周辺環境整備事業 ダム周辺環境整備事業における費用便益分析の手引き（案） 平成１６年３月

河川環境整備事業 河川に係る環境整備の経済評価の手引き（試案） 平成１２年６月

急傾斜地崩壊対策事業 急傾斜地崩壊対策事業の費用便益分析マニュアル（案） 平成１２年１月

砂防事業等 土石流対策事業の費用便益分析マニュアル（案）等 平成１２年２月

道路事業 費用便益分析マニュアル 平成１５年８月

連続立体交差事業 費用分析マニュアル 平成１６年４月

下水道事業 下水道事業における費用対効果分析マニュアル（案） 平成１０年３月

大規模公園事業、国営公園事業 大規模公園費用対効果分析手法マニュアル 平成１６年２月

小規模公園事業 小規模公園費用対効果分析手法マニュアル 平成１２年１２月

公営住宅整備事業等 公営住宅整備事業の新規採択時評価手法の解説 平成１１年４月

住宅市街地基盤整備事業
住宅宅地関連公共施設等総合整備事業における費用対効果
分析マニュアル

平成１４年４月

住宅市街地総合整備事業 住宅市街地総合整備事業費用対効果分析マニュアル（案） 平成１６年度

密集住宅市街地整備促進事業 密集住宅市街地整備促進事業評価マニュアル 平成１１年３月

住宅地区改良事業等 住宅地区改良事業等費用対効果分析マニュアル（案） 不明

官庁営繕事業 官庁営繕事業に係る新規事業採択時評価手法 平成１５年１２月

鉄道整備事業 鉄道プロジェクトの評価手法マニュアル 平成１７年６月

空港整備事業の費用対効果分析マニュアル 平成１６年７月

航空保安システムの費用対効果分析マニュアル
－精密導入の高カテゴリー化・双方向化編－

平成１２年３月

航空路整備事業 航空衛星システム整備の再評価 平成１５年３月

港湾整備事業 港湾整備事業の費用対効果分析マニュアル 平成１６年６月

事業評価の費用便益分析に関する技術指針一覧

空港整備事業
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事業分野 名称 策定年月

事業評価の費用便益分析に関する技術指針一覧
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海岸事業 海岸事業の費用便益分析指針 平成１６年６月

航路標識整備事業 航路標識整備事業の費用対効果分析マニュアル 平成１６年２月

観光基盤施設整備事業 観光基盤施設整備事業における費用対効果分析マニュアル 平成１２年２月

都市再生総合整備事業
都市再生総合整備事業及び市街地環境整備事業の新規採択
時評価マニュアル（案）

平成１４年２月

都市防災総合推進事業 都市防災総合推進事業事業評価マニュアル 平成１７年３月

土地区画整理事業 土地区画整理事業における費用便益分析マニュアル（案） 平成１１年３月

市街地再開発事業 市街地再開発事業の費用便益分析マニュアル（案） 平成１５年１２月


